
年 月 日

年 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

E

D

44.2％

％ 6.9 5.5

２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標）

4.1

50.2
51.046.6

4.4

47.7

成果指標 単位 1８年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

1９年度（実績） ２０年度（実績）

単位

人

1９年度（実績） ２０年度（実績） ２１年度（実績） ２２年度（実績）

236,057 238,352202,983 236,461237,501

平成

平成平成平成平成 年度年度年度年度 施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート１１１１

作成日
更新日 平成

23232323

12723

平成２６年度に、人権・同和問題に関心がある人の割合を約５７％、人権侵害を受けた人の割合を約４％
以下になるように目標を設定しており、平成２３年度においては、職場や地域での人権・同和教育研修会
を推進し、人権・同和問題に関心がある人の割合を市民の過半数以上の人が関心があるようにする。ま
た、人権侵害を受けた人の割合を、平成２３年度に少なくとも0.1ポイント下げるようにする。

・市民意向調査（行政管理課が毎年実施）

人権・同和問題に関心のある人の割合を高めるとともに、人権問題に対する理解を深め、人権侵害を受
けた人の割合を減らすことにより、市民一人ひとりの人権が尊重される社会の実現をめざす。

２３年度（目標）

市民

関　係　課　名

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（平成２６年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

対象指標

A
人権・同和問題に関心が

ある人の割合

B
人権侵害を受けた人の割

合

C

施策№

2

13

第2章

施　策　名

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

1８年度（実績）

46.4

6.6

49.6

236,711市民人口

市民は、お互いの人権を侵害することなく、お互いの人権を尊重している。

２６年度（目標）

57.0

4.0
4.3

4.2

２６年度（目標）

233,340

人権・同和政策課

長谷川　義高

学校教育課

市民一人ひとりが人権を尊重することの重要性を正しく認識し理解を深める。

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

地域で安心して生活できる社会の実現

人権尊重の確立



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

・人権・同和問題を正しく理解するための様々な教育・啓発事業に取り組み、一定の成果は見られる。
・インターネットを利用した人権侵害やいじめ・虐待等の様々な人権問題が発生しており、差別や偏見に苦しむ立場の人への理解が不十分
である。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

・達成度：人権侵害を受けた人の割合は、目標を実績が上回ったが、人権・同和問題に関心がある人の割合は、目標を実績が下回ったことから、
概ね達成と考える。
・妥当性：目標を達成できなかった部分もあるが、概ね成果が上昇していることもあり、現行の体系でよいと考える。
・経済性：前年度事業費より減額した中での成果結果でもあり、妥当な水準であると考えている。
・必要性：インターネットによる人権侵害やいじめ・虐待等様々な人権問題が発生しており、必要性は増加している。

必要性（市民・社会ニーズ） ○ 増加している

一部妥当ではない 妥当ではない

一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

○ 概ね達成 達成していない
評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） 達成している

妥当性（構成事業見直し） ○ 現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ○ 妥当な水準である

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

・人権問題は、他人事ではなく自分自身の問題であることを正しく理解し、認識を深めるように努める。
・家庭で人権問題について話し合う。
・地域などで、市民の意識啓発活動に取り組む。

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

・学校での人権教育を推進する。
・職場や地域での人権啓発を推進する。
・人権問題に関する地域リーダーの活動を支援する。
・人権問題に関して相談体制の充実を図る。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

インターネットを利用した人権侵害や性同一性障がい者の人権問題、認知症の人や高齢者等に関する人権問題等様々な人権問題が発生しているよう
に、今後も社会環境の変化に伴う多様な人権侵害事象が想定される。

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

住民：同和問題を解決するために必要なこととして、「同和問題に限定せず、人権全般にわたっての意識を高める」等の意見（市民意識調査）
議会：「同和問題だけでなく幅広く取り組むべき」、「支部活動費補助金の見直し」等の意見
(意見・要望への対応)
支部活動費補助金について検討するとともに、同和問題に限らず、インターネットを利用した人権侵害やいじめ・虐待等様々な人権教育・啓発事業に
取り組む。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

唐津市においても佐賀市と同様の取組を
行っており、教育啓発には特に力を入れ
ている。8月の同和問題強調月間や12月
の人権週間をはじめ多くの啓発事業を
行っている。

人権問題は「命」にかかわる重要な問題
であり、差別の実態を把握し、人権が尊重
される社会の実現を目指すための必要な
施策を推進することは、自治体の責務で
ある。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。

研修等の成果として、少しずつではあるが
市民の人権意識の高まりを見ることがで
きるが、一方では、迷信や風習にとらわれ
る市民もまだ多く、更には、新たな人権侵
害等も発生している。

唐津市



●次年度方向性の考え方

減少 維持 増加

事　務　事　業　の　コ　ス　ト

維持

減少

事務事業の成果向上余地

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

・人権啓発広報事業
・人権フェスタ等開催事業
・同和教育学級事業
・社会同和教育団体育成事業
・学校人権・同和教育推進事業

事
務
事
業
の
成
果

向上

・教育集会所管理運営事業
・隣保館管理運営事業
・支部活動費補助金

小

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

・人権啓発広報事業
・人権フェスタ等開催事業
・同和教育学級事業
・社会同和教育団体育成事業
・学校人権・同和教育推進事業

・教育集会所管理運営事業
・隣保館管理運営事業
・支部活動費補助金
・人権・同和問題市民意識調査経費

・施策目的に対する目的直結度の高い「人権啓発広報事業」外4事業(人権フェスタ等開催事業・同和教育学級事業・社会同和教育団体育成事業・学校人権・同和
教育推進事業)については、方法・内容等を工夫し成果向上を図る。
・「教育集会所管理運営事業」「隣保館管理運営事業」については、関係地域、関係団体のみならず、多くの市民が利用できるよう各種講座や研修会等の開催につ
いて検討・実施していく。
・「支部活動費補助金」については、その成果が広く市民の人権意識の高揚につながるよう、支部の啓発事業等への積極的な参画を促すとともに、事務局運営費等
の見直しを図り、より効果的な執行を求めていく。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

○差別や偏見に苦しむ立場の人への理解を、多くの人に深めていくために以下の方針で取り組む。
・様々な人権問題を総合的にとらえ、多くの市民に学習の機会を提供する。
・人権についての「知識」とともに、人権を守り発展させるための「感性」「技術」「態度」をバランスよく身につけた人づくり。
・参加体験型学習などを積極的に取り入れる。
・講師・指導者等人材の育成。

大 中 小

大

中



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

　■実績水準総合評価（28点満点） 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）

・実績水準総合評価（28点満点） 17.81

・18年度評価 17.29 ・重要度総合評価（14点満点） 9.76

・今後のコスト水準（10点満点） 5.37

・19年度評価 19.44 ・市の裁量余地の大小（10点満点） 6.58

・20年度評価 19.46 ※経営戦略会議調整

   なし（採点結果どおり）

・21年度評価 19.66

参考：H23方針

・22年度評価 17.95 成果維持・コスト低下

　■平成２４年度方針

平成２０年度実績

8

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/　                   　）

項　　目

531

353

42,011

83,350

効率性指標

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

80,401

120,944

170

72,724

115,277

179

平成２１年度実績

125,361

178

平成２２年度実績

8

40,543

9

42,553

306

485

337

507

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/                      　　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　　                  　　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


